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１．90年代に起こった世界経済の大変化 

日本経済がどういう状況にあるかを正しく

知るということは大変重要なことです。正し

く知るということの中には、よい面を知るこ

ともありますが悪い面を知ることもあります。

その二つを正確に知るということは大変重要

なことです。 

最初に日本経済にとって“バッドニュース”

の方からお話しなければならないのですが、

それは、この10～15年の間に日本経済の国際

社会における地位が顕著に低下したというこ

とです。国の豊かさをはかるためにしばしば

用いられる指数である「１人当たりＧＤＰ」

は、1990年代の初め、日本は世界一で、世界

で最も豊かな国だったのです。しかし 1990

年代以降いろいろな国が日本を抜いていった

のです。 

 

①冷戦の終結 

日本が抜かれてしまったのは 1990 年代に

なって二つの大変大きな変化が起きたことに

よります。一つは冷戦が終結したということ

です。つまりベルリンの壁が崩れたというこ

とです。 

経済的な観点から見た場合に、旧ソ連や東

ヨーロッパ諸国、中国、それからインドも含 

め 30 億人という安い労働力を我々が使える

ようになったということです。これは製造業

を中心とした日本経済に大変大きな影響を与

えました。 

労働力が急激に増え労働力のコスト、賃金

が下がった結果、製造業の製品価格が下がり、

それまで製造業を主力としてきた国、つまり

20 世紀型の産業大国は日本と同様この大き

な変化に対応できなくなったのです。 

 

②ＩＴ、情報技術の進歩 

二番目の変化はIT、情報通信技術の進歩で

す。過去30年の間に生じた技術進歩はあらゆ

る面で一様に進んだわけではありません。あ

る分野だけが突出して変化したのです。その

突出して変化した分野が情報通信と言えます。

これが 90 年代以降の世界を大きく変えた要

因です。 

情報通信技術の進歩は数メートル先に情報

を送ることと、２千キロ先に送りまた送り返

すことをコスト面で同じにしてしまいました。
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つまり２千キロ先まで情報を送るコストがほ

とんどゼロに近くなってきたのです。 

 

２．21世紀型のグローバリゼーション 

よくグローバリゼーションというのですが、

情報通信技術の進歩のおかげで地球が点にな

ってしまったわけです。もはや情報通信に関

する限り、距離が関係なくなったことが第一

です。 

第二に、情報通信技術に関連したＩＴ産業

とかいうと、何か特殊な産業の話のような気

がします。そこで私には関係のないだれかが、

やっていることではないかと思いがちですが、

しかしそうではないのです。ＩＴ産業は今や

あらゆる経済活動に影響しているということ

です。 

三番目におもしろいと思いますのは、この

ことをやるのにいくらの投資が必要だったろ

うかということです。これは私の想像ですけ

ど多分ゼロに近いのではないでしょうか。 

ＩＴというのはそういう技術であり、それ

が大変重要なことです。 

今三つ申上げました－距離が関係なくなっ

たこと、一見ＩＴ産業には関係ないような業

界でも甚大な影響を受けること、そしてほと

んどコストゼロでできてしまうこと－これは

ＩＴの特長を非常に明確に物語っています。 

21 世紀型のグローバリゼーションは工業

製品が国境を越える 20 世紀型のグローバリ

ゼーションと違い、通信回線を通じて安い労

働力を活用することなのです。 

 

３．産業構造の変化 

産業構造の変化を日本とアメリカの企業価

値、株式の時価総額という視点で考えてみま

しょう。株式市場が評価した企業価値である

株価に発行済み株式数を掛けたもの、それが

時価総額です。 

さてアメリカにグーグルという企業があり

ます。インターネットを使っている方はよく

ご存知ですが、インターネットの検索サービ

スを供給している会社です。今から3年前に

株式公開をしたばかりで創業後 10 年も経っ

ていない企業です。 

皆さんにお考えいただきたいのですが、「グ

ーグルの時価総額を超える日本の企業は何社

ぐらいあるでしょうか」 答えはすでに2007

年の春に２社しかありませんでした。しかも

今ではグーグルを超える時価総額を持つ日本

企業はありません。 

 

①将来のリーディング産業 

次に日本とアメリカの代表的な企業の時価

総額を従業員数で割って、従業員1人当たり

の時価総額を計算し、それにより企業価値を

評価して、３つのグループに分けて見ました。 

例えばマイクロソフトやアップル・コンピ

ューターは約400万ドルで、こちらをグルー

プＡとします。次にその 10 分の１、30 万ド

ル～40 万ドルの企業をグループＢとします。

1 人当たりの時価総額がこのグループＢに入

っている企業は通常エクセレントカンパニー

とみなされている企業です。つまり、その国

を代表すると考えられている企業です。日本

ではトヨタやキヤノンをはじめいくつかの製

造業がこのグループに入っています。そして

グループＣはさらに 10 分の１となっていま

す。約５万ドルの企業には、アメリカの伝統

的な産業、その典型が自動車ですが、ＧＭ、

フォードが入っています。 
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ここで特にお話したいのは、日本を代表す

るエクセレントカンパニーであるトヨタやキ

ヤノンなどの企業と1人当たり時価総額が一

桁違う企業がアメリカに誕生しているという

点です。グループＡの企業は残念ながらすべ

てアメリカの企業です。しかも大半がカリフ

ォルニアのシリコンバレーにある企業です。

これはアメリカでの産業構造の変化の一例と

言えます。 

資本収益率という指標があります。これは

生産活動に一単位資本を投入した場合どれだ

けの利益が上がるかということです。注目し

ていただきたいのはグループＡの資本収益率

はグループＢに比べ確かに高いのですが、従

業員１人当たり時価総額ほど差は開いていな

いということです。 

グループＡ企業の資本収益率は確かに高い

のですが、エクセレントカンパニーであるグ

ループＢの企業も高い。そしてその差は 10

倍も開いていないのです。それにもかかわら

ず、1人当たりの時価総額では10倍の差が開

くのです。これはなぜかということなのです

が、答えは簡単でして、株価というのは今の

資本収益率を評価しているだけではなく、将

来の資本収益率も評価しているということで

す。将来、資本収益率が高くなると人々が予

測すれば今の株価が高くなるのです。これは

株式のことをご存知の方はすぐおわかりにな

ると思いますが、成長すると考えられている

企業は、資本収益率以上に株価が高くなると

いうことです。 

資本収益率というのは、現在の企業活動を

表す数字ですね。だから、エクセレントカン

パニーの多いグループＢの企業は、利益率は

確かに高いのですが、将来成長するかどうか、

これは若干疑問だということを表しているの

です。グループＡの企業は現在の利益率が高

いだけではなく、将来さらに利益率が高くな

るだろうと人々が予測しているということに

なります。その意味で、グループＡの企業は

未来的な企業であると考えることができるわ

けです。グループＢの企業は現在の企業、つ

まり今強い企業であるということです。ただ

今、申しましたことは大変重要なのです。例

えば、トヨタ自動車が今大変強い。これは皆

さんよくご存知ですね。そして、新聞等を見

ますとアメリカの自動車会社の業績が非常に

悪いのです。 

しかし、このことは日

本が強くてアメリカが弱

くなったということなく、

単にアメリカでは自動車

産業がもはや過去の産業

になってしまったという

ことを示しているだけで

す。アメリカの経済はこ

れまでいろいろな産業を

捨ててきました。70年代

に繊維産業を捨てたこと



 4 

を始め、その後鉄鋼産業、エレクトロニクス、

そして今自動車を捨てようとしているのです。

アメリカではそうした産業が退出していく反

面、新しい産業が生まれてきているというこ

とです。その新しい産業がグーグルに代表さ

れるグループＡに示されている企業なのです。 

 

②変化しない日本の産業構造 

このグループＡの企業がさまざまな点で重

要な意味を持っているのですけれども、一つ

申し上げたい点は、これらの企業の収益性は

あまり短期的な経済変動には影響されないと

いうことです。最近の新聞を見ますと、アメ

リカでサブプライムローンの破綻による問題

が非常に深刻化しているということが書いて

あり、これによってアメリカ経済が、後退す

るだろうということが言われています。これ

もその通りなのです。 

しかし、そのことがグループＡ企業の収益

性に影響を与えるかというと決してそのよう

なことはないのです。これらの企業は、その

ような短期的な経済変動にはほとんどかかわ

りなく成長しています。 

一方、日本の企業はそうではないのです。

グループＢの日本企業には、輸出産業が多く、

為替レートによって大変大きな影響を受けま

す。つまり円高になると収益が減少してしま

うのです。円高によって輸出産業の利益は減

少すると考えられる結果、輸出産業を中心に

株価が下落するという問題が起きています。 

 

おわりに 

それではグッドニュースをお話したいと思

います。それは何かというと、日本人の能力

は高いということです。だから、今起こって

いることは変なのです。 

もう一度思い出してください。グーグルと

トヨタの従業員１人当たり時価総額を比べ、

グーグルの社員はトヨタの 30 倍優秀なのか

と。そんなことは絶対ないと思います。それ

は日本人とアメリカ人の能力の差ではありま

せん。それは社会制度なり経済制度がおかし

いのです。とにかくここで私が申し上げたい

のは、これは能力の差ではないという点で、

グッドニュースだと思っています。というこ

とは、この差はおそらく長い期間をとれば取

り戻せるだろうと私は思っています。 

問題はどうやって取り戻せるかということ

です。私が最後に申し上げたいのは、それは

皆さん方が何をやるかにかかっているという

ことです。日本経済が不調であるとか、未来

が開けない、そういうことを考えた場合に政

府が何かをやらないとだめだと思っている方

が多い。しかし、それは間違いだと思います。

先ほど申しましたアメリカの若い企業は決し

てアメリカ政府が育成をしたわけではないの

です。ですから政府に依存するのではなく、

未来を開いていくのは皆さん方お一人お一人

だということを私は最後に強く主張したいと

思います。 

どうもご清聴ありがとうございました。 

 

（文責：ぶぎん地域経済研究所） 

 

日時：2007年 12月５日（水）14時～16時 

於 ：武蔵野銀行本店３階ホール  


